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○平成30年度の県内総生産（名目）は、7年連続の増
加となり、震災前の平成22年度を上回る水準で推移し
ている。
○建設業が２年連続で減少したものの、製造業や保健
衛生・社会事業、専門・科学技術、業務支援サービス
が増加した。

3 一人当たり県民所得

23年連続減 (H22=100.0)

○平成28年以降、前年比0.5%～1.0％の減少が続いて
いる。
○令和2年国勢調査速報値に基づく令和3年8月1日時点
の推計人口は1,815,537人となった。

2 県内総生産（名目）

◎経済成長率(前年度比)

7年連続増

+0.4%

1 総人口
基準：各年10月1日現在
出典：H22,27年=総務省「国勢調査結果」、R2=総務省「国勢調査
速報値」、その他の年=県統計課「福島県の推計人口」

◎前年比 ◎震災前比
（人） (前年比：％)

-0.5% R2=90.4

基準：年度
出典：県統計課「福島県県民経済計算」

◎震災前比
（億円）

H30=110.3
(H22=100.0)

H30=121.0
(H22=100.0)

○平成30年度の一人当たり県民所得は294万3千円とな
り、7年振りに前年度の水準を下回った。
○平成24年度以降、震災前である平成22年度の243万
円を7年連続で上回って推移している。

-0.1%
７年振り減

基準：年度
出典：県統計課「福島県県民経済計算」

◎震災前比
（千円）

◎前年度比

2,029,064 1,834,198
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１ 指標に見る福島県のいま
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２ 福島県の現状
２

【出典】福島県観光交流局 ・福島県観光物産交流協会【出典】福島県災害対策本部「平成23年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報」(各月最終報)

全国新酒鑑評会 8回連続日本一

避難指示区域

避難者数

災害復旧工事の状況

着工率：99％ 完了率：99％（令和3年9月末現在）

除染の状況

県内の面的除染は、帰還困難区域を除き、全て終了

観光客

県産農産物の輸出量

ふくしまの酒事故直後：県面積の約12％ → 現在：約2.4％

2021年東京2020オリンピック

聖火リレーのグランドスタート
野球・ソフトボールが福島で開催

（Ｊヴィレッジ）

（県営あづま球場）
（福島あづま球場）

（Ｊヴィレッジ）



◆ 平成２３年３月１１日の地震発生以降、避難者支援や被災施設等の災害復旧のほか、原子力災害に伴う放射性物質の
除染対策や県民健康調査に関する費用など復興等に向け直面する課題に対応

○平成２２年度 <５号補正予算～６号補正予算>

総額 １７１億円
（うち震災・原子力災害対応分 ２３７億円）

予算総額 ： １９兆３，７３７億円 【うち復興・創生分 ： ９兆３，２１６億円 】（総額に占める割合 ： ４８％）

これまでの主な復興・創生事業（予算額累計）

１兆５，８４２億円

除染対策（除去土壌搬出）
支援 ３，６３４億円

災害救助法による救助

１，８７８億円

復興公営住宅整備

３兆 ４６１億円

復興関連基金への積立

２兆２，２５２億円

その他（県民健康調査、各種拠点
整備 等）

○平成２６年度 <当初予算、１号補正予算～９号補正予算>

総額 １兆９，９０３億円
（うち震災・原子力災害対応分 １兆１，３５０億円）

○平成２９年度 <当初予算、１号補正予算～７号補正予算>

総額 １兆５，４７２億円
（うち復興・創生分 ６，９４８億円）

○平成２４年度 <当初予算、１号補正予算～１２号補正予算>

総額 １兆８，０６８億円
（うち震災・原子力災害対応分 ９，３２８億円）

○平成２５年度 <当初予算、１号補正予算～８号補正予算>

総額 １兆７，７３７億円
（うち震災・原子力災害対応分 ９，９２７億円）

○平成２７年度 <当初予算、１号補正予算～７号補正予算>

総額 ２兆 ５０６億円
（うち震災・原子力災害対応分 １兆１，６５６億円）

○平成２８年度 <当初予算、１号補正予算～５号補正予算>

総額 ２兆 ８３６億円
（うち震災・原子力災害対応分 １兆２，３１６億円）

○平成２３年度 <当初予算、１号補正予算～１２号補正予算>

総額 ２兆３，７１５億円
（うち震災・原子力災害対応分 １兆４，６１９億円）

○平成３０年度 <当初予算、１号補正予算～９号補正予算>

総額 １兆３，４１２億円
（うち復興・創生分 ５，０５８億円）

○令和元年度 <当初予算、１号補正予算～１０号補正予算>

総額 １兆５，１３７億円
（うち復興・創生分 ５，２１０億円）

１，５７１億円

中小企業等グループ補助

２，０６１億円

産業復興企業立地補助

１兆５，５１６億円

公共事業（復興公営住宅整備
除く）

○令和２年度 <当初予算、１号補正予算～１３号補正予算>

総額 １兆５，１５２億円
（うち復興・創生分 ３，９４３億円）

○令和３年度 <当初予算、１号補正予算～１３号補正予算>

総額 １兆３，６２９億円
（うち復興・創生分 ２，６２３億円）

３ 東日本大震災に伴うこれまでの予算措置

３



４ 令和３年度当初予算の概要

４



５

○ 新型コロナウイルス感染症が及
ぼす社会・経済活動への影響によ
り、法人事業税や法人県民税、個
人県民税などを中心に、前年度よ
り減少する見込み。

県 税

○ 実質的な地方交付税は増額。
（普交＋臨財債 ＋211億円）

○ 震災復興特別交付税は通常分と
は別枠で確保。 （△795億円）

地方交付税等

○ 復興に係る公共事業の減等によ
り減額。

国庫支出金

○ 除染対策基金、小名浜港港湾整
備事業費等の繰入金の減等により
減額。

繰入金

◆ 喫緊の課題である新型コロナウイルス感染症対策に総力を挙げて取り組むとともに、令和元年東日本
台風等災害からの復旧と防災力強化を切れ目なく進め、新たな課題にも適切に対応しながら、複合災害
からの復興と福島ならではの地方創生を着実に進めるための予算として編成。

１兆４，４１８億円 １兆２，５８５億円

（対前年度当初 △１，８３３億円 △１２．７％）

歳 入

５ 令和３年度一般会計当初予算の概要（歳入）



歳 出

○ 人件費 退職手当の増加など

○ 扶助費 災害救助費の減少など

義務的経費

○ 公共事業 復興分や令和元年東日
本台風等災害復旧の減、
一方、防災力強化に向
けた事業費は増加

○ その他 県立医大保健科学部整
備事業の減少など

投資的経費

○ 補助費等 市町村除去土壌搬出等
支援事業の減少など

○ その他 中小企業等の資金繰り
支援を始め、感染症対
策の増加など

その他経費

１兆４，４１８億円 １兆２，５８５億円

６ 令和３年度一般会計当初予算の概要（歳出）

６



６-１ ８つの重点プロジェクト

７

・ 安心して暮らせるまちの復興・再生
・ 産業・生業の復興・再生
・ 魅力あふれる地域の創造

・ 日本一安心して子どもを生み、育てやす
い環境づくり
・ 復興を担う心豊かなたくましい人づくり
・ 産業振興を担う人づくり 等

・ 安全・安心に暮らせる生活環境の整備
・ 帰還に向けた取組・支援、避難者支援体
制の充実
・ 環境回復に向けた取組 等

・ 中小企業等の振興
・ 新たな産業の創出・国際競争力の強化
・農林水産・観光業の振興

・ 全国に誇れる健康長寿の実現
・ 結婚・出産・子育て支援
・自分らしく活躍できる社会の実現 等

・ 住民主役の地域づくり
・ 地域医療等の充実
・ 防災・防犯等安心して暮らせるまちづくり
・ 等

・ しごとづくり、しごとを支える人づくり
・ 新産業集積と地域産業の振興
・ 農林水産業の振興

・ 新たな人の流れづくり
・「福島ならでは」の観光誘客等の促進
・ 国内外への正確な情報発信



６-２ ふくしま創生総合戦略

８



※１）２３年度から２年度までは交付決定額、３年度は９月補正後累計額
※２）国の措置状況：２３年度１.６兆円、２４年度０.７兆円、２５年度０.７兆円、２６年度０.６兆円、２７年度０.６兆円、２８年度０.５兆円、２９年度０.５兆円、３０年度０.４兆円、

元年度０.４兆円、２年度０．４兆円、３年度０．１兆円

７ 特別な財政措置

◆ 復興に係る主な基金の総積立額 ３兆 ４６１億円 （令和３年度末残高見込み ２，９７１億円）

◆ 原子力災害等復興基金を始め、復興に係る基金造成のための財源を措置
◆ 従来の国費負担の拡充とともに、事業実施状況に合わせて地方負担分を震災復興特別交付税で措置

（平成２３年度から）
◆ 震災復興特別交付税は通常の地方交付税総額とは別枠で確保（令和３年度も引き続き措置）

（２） 震災復興特別交付税の措置

（１） 基金造成の財源措置

① 直轄・補助事業の地方負担分
② 補助対象とならない地方単独事業の負担分（単独災害復旧事業、自治法派遣職員経費、警察官増員経費、風評被害対策経費 等）

③ 地方税等の減収分（地方税法特例措置及び条例減免による減収額）

◆ 対象経費

◆ 本県措置状況

９

（単位：億円）

区 分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

①直轄・補助事業
の地方負担分

６８０ ５８７ ４９０ ５４１ ６３９ ７４６ ７６８ ７９１ ９５１ ８６０ １００

②地方単独事業
の負担分

１４５ ２９７ ９３ １３８ １４３ １０３ ８０ ７５ ７０ ６３ ４７

③地方税等の
減収分

３９ ３０ ７５ ７０ ７１ ５４ ４７ ４０ ４１ ４３ ８

計 ８６４ ９１４ ６５８ ７４９ ８５３ ９０３ ８９５ ９０６ １，０６２ ９６６ １５５



10

８ 普通会計決算の状況（歳入）

◆令和２年度の歳入決算額は１兆５,０９０億円となり、対前年度１，５１４億円（１１.２％）の増となっている。

百万円

1,357,616

1,943,119
2,034,635 2,042,006 2,096,640

1,563,863

（単位 百万円）

1,333,983

歳入決算額推移

1,509,038

自主財源 依存財源

25年度 214,130 34,458 262,971 9,615 570,669 142,357 708,919 1,943,119 931,388 1,011,731

26年度 230,338 40,224 266,923 11,960 596,111 112,952 776,127 2,034,635 1,017,251 1,017,384

27年度 270,253 37,123 266,136 13,361 584,533 110,583 760,017 2,042,006 1,042,407 999,599

28年度 265,779 30,717 272,548 15,237 677,544 107,923 726,892 2,096,640 1,006,694 1,089,946

29年度 270,982 31,496 273,166 15,497 393,553 107,191 471,978 1,563,863 757,221 806,642

30年度 275,721 35,031 269,401 15,334 300,263 93,493 344,740 1,333,983 634,481 699,502

元年度 271,484 34,171 296,380 15,234 294,949 103,222 342,176 1,357,616 626,298 731,318

2年度 284,433 31,514 290,860 14,812 354,552 128,863 404,004 1,509,038 701,407 807,631

国庫支出
金

県債 その他の収入 合計
地方譲与

税
地方交付

税
県税等 使用料・手数料



385,297 391,380 388,220 384,151 380,714 379,149 376,283 375,588 

279,924 317,834 357,349 398,553 347,590 284,973 303,992 352,449 

1,129,001 
1,201,269 1,186,286 1,221,194 

767,489 

603,315 583,689 
676,928 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

義務的経費 投資的経費 その他の経費

11

９ 普通会計決算の状況（歳出）

◆令和２年度の歳出決算額は１兆４,０５０億円となり、対前年度１，４１０億円（１１.２％）の増となっている。

百万円

1,263,964

1,794,222
1,910,483 1,931,855

2,003,898

1,495,793

1,267,437

合計

人件費 公債費 建設事業 補助費 投資等

25年度 385,297 252,622 116,834 279,924 209,093 1,129,001 485,065 145,970 1,794,222
26年度 391,380 257,866 117,807 317,834 251,412 1,201,269 553,668 118,707 1,910,483
27年度 388,220 258,168 114,315 357,349 260,695 1,186,286 599,744 110,743 1,931,855
28年度 384,151 256,335 112,005 398,553 316,200 1,221,194 536,229 91,998 2,003,898
29年度 380,714 254,608 110,168 347,590 294,536 767,489 385,733 86,572 1,495,793
30年度 379,149 253,988 109,110 284,973 250,505 603,315 311,848 82,693 1,267,437
元年度 376,283 247,967 108,204 303,992 267,975 583,689 300,298 86,719 1,263,964
2年度 375,588 246,971 108,982 352,449 295,259 676,928 394,003 137,646 1,404,965

義務的経費 投資的経費 その他の経費

歳出決算額推移

1,404,965



10 公営企業会計決算の状況

◆ 県立５病院１診療所
（矢吹病院、宮下病
院、南会津病院、大
野病院、ふたば病院、
ふたば復興診療所）
の運営事業

県立病院事業

◆ ５工業用水の供給事業

工業用水道事業

◆ ３工業団地、１業務団地
の土地分譲事業

地域開発事業

企業局事業

12

◆ 県立病院事業など４事業を実施。

2年度 元年度 (2-元) 2年度 元年度 (2-元) 2年度 元年度 (2-元) 2年度 元年度 (2-元)

6,807 7,564 △ 757 3,030 2,854 176 1,336 1,744 △ 408 8,424 8,424

6,817 7,200 △ 383 2,759 2,815 △ 56 1,061 531 530 8,323 8,323

△ 10 364 △ 374 271 39 232 275 1,213 △ 938 101 0 101

4,906 1,397 3,509 1,348 1,132 216 1,560 4 1,556 8,604 8,604

うち企業債 3,871 412 3,459 1,311 1,128 183 0 0 0 1,468 1,468

4,938 1,799 3,139 1,987 1,815 172 2,269 1,369 900 8,934 8,934

うち企業債等償還金 850 882 △ 32 473 552 △ 79 2,269 1,369 900 1,210 1,210

△ 32 △ 402 370 △ 639 △ 683 44 △ 709 △ 1,365 656 △ 330 0 △ 330

流域下水道事業県立病院事業 工業用水道事業 地域開発事業

収
益
的
収
支

収入

支出

収支差引

資
本
的
収
支

収入

支出

収支差引

（単位 百万円）

◆ ４処理区
（県北、県中、
二本松、田村）

流域下水道事業



※減債基金については主要基金のほか、満期一括償還方式県債の償還に備え、公債特別管理会計から積立て、特定目的基金として管理している973億円（2年度末残高）がある。

13

11 基金の状況

◆ 東日本大震災後は、復興基金を始めとする復興関連基金の創設に伴い、基金全体の残高は
大幅に増加している。

百万円

◆ 主要基金の概要
財政調整基金

地方財政法に基づ
く資金の積立、その
他の財源調整及び
財政需要に対処する
ための資金の積立
減債基金

県債の償還及び県
債の適正な管理に必
要な財源を確保し、
将来にわたる県財政
の健全な運営に資す
るための基金

基金の年度末残高の推移（普通会計ベース）

※表示未満四捨五入により、計が一致しない場合がある。
※2年度までは決算額、3年度は9月補正後の額を記載。



12 債務保証・損失補償の状況
14

（単位　千円）

２年度末限度額 内　　　　　容

地方三公社 772,477

福島県土地開発公社 0

福島県道路公社 772,477 ・事業資金融資債務保証

（福島県住宅供給公社） ― （平成２０年度末解散）

地方三公社以外の法人に係るもの 29,992,695

福島県農業振興公社 1,897,800
・運営資金融資損失補償
・事業資金融資損失補償

福島県林業公社
※平成26年度より「ふくしま緑
の森づくり公社」に名称変更

24,869,895 ・事業資金融資損失補償

その他
3,225,000

・福島県産業振興センター小規模企業者等設備導入資金貸付事業
資金損失補償
・農家経営安定資金（東日本大震災農業経営対策特別資金）損失補
償　など

14,552,000,000 ・共同発行債連帯債務

その他 20,919,000 ・緊急経済対策資金（新型コロナウイルス対策特別資金）　など

14,603,684,172

債務保証・損失補償先

計

共同発行債に係るもの



13 各種財政指標（実質公債費比率）

15

◆ 令和２年度は、元利償還金の減少等により、令和元年度より０．６ポイント改善。
（低い方から全国第６位）

◆ 償還年限の多様化などにより公債費の圧縮と平準化に努めており、比率は減少傾向にある。



14 各種財政指標（将来負担比率）

16

◆ 令和２年度は、地方交付税措置のある有利な県債の活用を進めたことなどにより、令和元年度より
４．０ポイント改善。（低い方から全国第７位）



15 各種財政指標（財政力指数）

17

◆ 令和２年度は、令和元年度より０．００００８ポイント改善。（高い方から全国第１９位）

※福島県調べ



16 各種財政指標（経常収支比率）
18

◆ 経常収支比率：経常収入（地方税など）に対する経常支出（人件費、物件費など）の割合
◆ 令和２年度は、令和元年度より０．９ポイント改善。（低い方から全国第２３位）
◆ 地方税を始めとする自主財源の確保や事務事業の効率的執行等により、引き続き財政健全化に努めていく。

※福島県調べ
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17 令和元年度一般会計等バランスシート
令和2年3月31日現在 　（単位：億円）

資産の部

固定資産

有形固定資産

事業用資産
インフラ資産
物品

無形固定資産
投資その他の資産

投資及び出資金

基金
流動資産

現金預金
未収金
短期貸付金等
基金

負債の部
固定負債

地方債
長期未払金
退職手当等引当金

流動負債

未払金等
賞与等引当金

純資産の部

※表示単位未満で四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。

(1)

(3)

長期貸付金等

(1)

1

(2)

(3)

資産合計

③

①
②
③
④

①
②

(2)

(4)

R1年度 H30年度 増減

1 44,772 45,418 △ 646

勘定科目

28,423 28,826 △ 404

34,684 34,995 △ 312

6,099 6,016 82

46 46 0
162 152 10

10,042 10,376 △ 334

965 696 269
(2) 1,557 807 750

1,177 1,206 △ 29

7,242 7,674 △ 433
2 3,313 2,303 1,010

1,747 1,617 130
投資損失等引当金 △ 124 △ 121 △ 3

48,085 47,721 364

32 51 △ 19
760 749 11

0 2 △ 2
(3) 2,358 2,423 △ 65

16,067 16,193 △ 126
(1) 13,709 13,768 △ 59

(2) 30 33 △ 3
(3) 187 186 0

2 1,966 1,911 56
(1) 1年内償還予定地方債 1,749 1,692 58

負債及び純資産合計 48,085 47,721 364

負債合計 18,033 18,104 △ 71

純資産合計 30,052 29,617 435

「資産の部」構成比（R1年度）

「負債の部」構成比（R1年度）

固定資産
93.1%

有形固定資産
72.1%

投資その他の資産
20.9%

無形固定資産
0.1%

流動資産
6.9%

固定負債
89.1%

地方債
76.0%

退職手当引当金等
13.1%

流動負債
10.9%



18 令和元年度一般会計等行政コスト計算書

20

（平成31年4月1日～令和2年3月31日） 　（単位：億円）

経常費用  (A)
業務費用

人件費
職員給与費等
賞与等引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

物件費等
物件費
維持補修費
減価償却費

その他の業務費用
支払利息等
徴収不能引当金繰入額

移転費用
補助金等
社会保障給付
他会計への繰出金

経常収益  (B)
使用料及び手数料
その他

臨時損失  (D)
災害復旧事業費
資産除売却損
投資損失等引当金繰入額
その他

臨時利益  (E)
資産売却益
その他

※表示単位未満で四捨五入しているため、合計等が一致しない場合があります。

※単位未満に数値がある場合は「0」、数値がない場合は「-」を表示しています。

1 4,994 4,821 173
(1) 2,523 2,457 66

勘定科目 R1年度 H30年度 増減

Ⅰ 9,980 9,566 414

③ 183 95 89
(2) 2,288 2,177 111

① 2,153 2,176 △ 23
② 187 186 0

③ 1,217 1,212 5
(3) 183 187 △ 4

① 716 700 16
② 356 265 90

2 4,986 4,745 241
(1) 4,415 4,236 179

① 175 179 △ 4
② 7 7 0

Ⅱ 377 333 44
１ 152 153 △ 1

(2) 293 265 28
(3) 278 244 34

Ⅰ 239 377 △ 138
１ 223 342 △ 119

２ 224 180 45
純経常行政コスト(C)=(A-B) 9,603 9,233 370

４ 4 0 4
Ⅱ 20 51 △ 31

２ 10 34 △ 25
３ 2 - 2

純行政コスト(F)=(C+D-E) 9,822 9,559 263

１ 5 10 △ 5
２ 15 41 △ 26

「経常費用」構成比（R1年度）

「業務費用」構成比（R1年度）

業務費用
（人件費、
物件費等）

50.0%

移転費用
(補助金、

社会保障給付等）

50.0%

人件費
50.5%物件費等

45.8%

職員給与費
等

43.1%

賞与等引当金
繰入額

3.7%

退職手当引当金
繰入額

3.7%

減価償却費
24.4%

物件費
14.3%

維持補修費
7.1%

その他
3.7%
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《視点３》 復興を進める市町村との連携強化

原子力災害により避難地域等となって
いる市町村の帰還に向けて、市町村の要
望・課題に対して迅速に対応し、解決を
図るため、県、国でチームを組み、協働
体制を取りながら、各市町村を訪問し協
議を実施しました。

市町村等からの派遣要請により県職員を
派遣するとともに、県任期付職員の公募･
選考を行い、被災市町村へ派遣しました。

農地や農業用施設の災害復旧に当た
り、高度な技術を必要とする工事等を県
営事業として実施しました。

令和２年度震災復興特別交付税の算定
のほか、市町村の復興財源の確保を図る
ため、財政支援について国に対して強く
要望しました。

・震災復興特別交付税
３８１億円（R２市町村分）

《視点２》 復興を加速させる執行体制の強化

・次世代産業課の新設

・風評・風化戦略担当理事（原子力損害対

策担当理事を兼務）、風評・風化戦略室

の新設

令和３年度に向け正規職員や任期付職
員の採用に加え、他県等応援職員の受入
れなど、必要な人員の確保に努めました。

新採用職員の相談相手となる先輩職員
をサポート職員として配置する「新採用
職員サポート制度」や会計事務職員の資
質向上に向けた研修会、メンタルヘルス
ケアに関する研修会等を実施しました。

（R2配置･受講職員数）

･福島県クリエイティブディレクター
･｢放射線と健康｣アドバイザリーグループ
･地域産業復興・創生アドバイザー等

様々な行政運営上の課題等に迅速かつ
的確に対応していくため、組織改正等を
行いました。

外部専門家をアドバイザーに委嘱する
など専門的知識を有する人材の活用を図
りました。

《視点１》 復興を支える財源の確保と財政健全性の確保

歳入確保を図るため、未利用財産の処分
を進めるとともに、県有財産を有効活用し
た広告事業や行政財産の貸付を公募により
行いました。

国からの復興財源確保 原子力損害賠償金
の請求

令和２年度中に新たにとりまとめた損
害について、東京電力に賠償を請求しま
した。

うつくしま行財政改革大綱
（平成18年度～22年度）

平成23年3月11日

東日本大震災発生

『復興･再生に向けた
行財政運営方針』

（平成24年10月策定）

◎ 以下の４つの視点に重点を置いた
柔軟な行財政運営を推進

県有財産の活用

１.９億円
（未利用財産処分、広告事業等）

３ 原子力損害賠償金の確保２ 国からの復興財源確保１ 自主財源の確保

組織体制の強化

１ 復興･創生を着実に推進する
ための体制整備

必要な人員の確保

２ 復興･創生に向けた人員の確保 ４ 多様な主体との協働の推進

専門的知識を持った
人材の活用

市町村との協議等

１ 復興･再生に当たっての課題解決
に向けた連携

・県職員４６名派遣
（R３県職員の市町村等派遣数）

・県任期付職員２７名派遣
（R３ 県任期付職員の市町村派遣数）

２ 市町村の行政運営に対する人的
支援等

復興財源の確保

４ 市町村の財政運営に対する支援

・農地や農業用施設の災害復旧

東日本大震災関連 ７０％完了

令和元年東日本台風災関連 ７５％完了

災害復旧事業への支援

３ 復興･創生に向けた取組に対する
支援の充実強化

３１回（３人４脚）

（R２市町村訪問協議）

職員研修の充実
・新採用職員サポート職員

２５９名
・会計事務職員研修 ２６３名
・メンタルヘルス研修 １,８６０名

３ 復興･創生を担う人材の育成

・一般会計 １４億円

・一般会計(公共財物分) ３６億円
( (R２年度請求額)

基金や県債の活用、内部管理経費の節
減や事務事業の見直し等を行うことなど
により歳入の確保に努めました。

４ 財政健全性の確保に向けた歳入･
歳出両面からの徹底した精査

歳入の確保

１６億円（事務事業の見直し）

国からの財源措置として、震災復興特
別交付税が通常分とは別枠で確保される
とともに、本県独自の福島再生加速化交
付金が継続して措置されました。

・震災復興特別交付税

１５１億円(R３ 当初予算額)

・福島再生加速化交付金

７２１億円(R３ 当初予算額）

県職員の派遣

《視点4》 復興に向けた効果的な情報発信

復興の状況を分かりやすく発信するた
めにまとめた「復興・再生のあゆみ」を
発行し、各種イベントでの掲示や配布、
県ＨＰでの公表などを行いました。

避難者に対してふるさとの復興情報の
提供を随時行い、ふるさととの絆を維持
するとともに、きめ細かな情報発信に努
めました。

県クリエイティブディレクター監修の
もと、５種類の県公式イメージポスター
と10種類の市町村版「来て」ポスターを
作成し、本県に思いを寄せる企業や自治
体等に幅広く掲出いただきました。

・農林水産物モニタリング件数
１４,５９６点

・米の全量全袋検査 ３１万点

米を含む農林水産物等の放射性物質モ
ニタリング検査結果を、県が運営する専
用ＷＥＢ「福島県農林水産物・加工食品
モニタリング情報」で提供しました。

統一性のある情報発信

１ 復興の状況や復興に向けた取組等の効果的な情報発信

ふくしまの今が分かる新聞
（年６回、32,000世帯、

県外自主避難1,400世帯）

モニタリング検査結果公表

３ 県民生活の安全・安心の確保等
に向けた情報発信

来て、呑んで、味わって、
住んで、ふくしま

県公式イメージポスター
等の作成

２ ターゲットの明確化と連携強化
による伝わる情報発信

避難者への情報発信

「復興・再生のあゆみ」
の発行（３回）

平成29年10月、運営方針が５年の対象期
間を迎えることから、取組を総括し、運営
方針を見直した。

『復興･創生に向けた
行財政運営方針』

視点１
復興を支える財源の確保

と財政健全性の確保

視点２
復興を加速させる執行体

制の強化

視点３
復興を進める市町村との

連携強化

視点４
復興に向けた効果的な

情報発信

対象期間：令和３年度末（新たな総合計画の策定時
期の延期等を踏まえ、当初の令和２年度末から１年間延長）

県有財産活用 件数 金額
未利用財産処分等 12 48百万円
広告事業 11 35百万円
貸付事業等 4 106百万円

＜主な取組＞
≪復興・創生分≫
原子力災害等復興基金の活用 328億円
≪通常分≫
事務事業の抜本的な見直し等 16億円
県債の更なる活用 45億円

(R3当初予算ベース)

他県等応援職員７０名

（令和３年４月１日現在）

19 行財政改革に向けた取組



20 財政運営上の課題と今後の取組

22



21 県債残高の推移

◆ 東日本大震災への対応のため県債発行額の増加が見込まれたが、復旧・復興に係る経費は震災復興
特別交付税等で措置されており、臨財債を除く県債残高は震災前を下回る水準で推移している。

23

（単位 億円）

県債残高の推移（一般会計＋公債管理特別会計）（単位 億円） 令和３年度は予算額ベース

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度
新規発行額 1,283 1,095 1,064 920 951 1,107 1,431 1,311 1,341 1,152 1,106 1,118 1,105 1,078 1,070 935 1,033 1,276 2,248

臨時財政対策債 515 362 278 247 224 273 551 792 660 630 630 557 470 393 448 435 370 342 548
減収補てん債 3 - - - 24 118 109 3 - - - - - - - - - 37 -
行政改革推進債 - - 82 73 87 96 73 47 43 35 31 35 27 24 24 20 17 8 23
退職手当債 - - - 20 68 59 68 9 123 58 62 53 67 61 8 20 20 0 22
その他 765 733 704 580 548 561 630 460 516 430 384 472 541 600 591 460 625 890 1,655

既発債残高 10,701 10,882 11,024 11,130 11,078 11,046 11,187 11,653 12,005 12,383 12,616 12,812 13,033 13,266 13,502 13,648 13,557 13,541 13,886

年度末残高 11,984 11,978 12,088 12,049 12,029 12,153 12,618 12,964 13,346 13,536 13,723 13,930 14,138 14,344 14,573 14,583 14,590 14,817 16,134
11,082 10,713 10,553 10,281 10,079 9,991 9,996 9,642 9,469 9,167 8,823 8,599 8,507 8,504 8,487 8,345 8,395 8,714 9,802

借換債発行額 48 22 272 101 15 126 353 391 495 465 358 550 633 435 341 499 662 702 736

臨時財政対策債を除く残高
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22 県債元利償還見込み

◆ 今後とも、償還年限の多様化などにより公債費の圧縮と平準化を図り、計画的かつ円滑な
償還を行っていく。

（注） ・ ４年度以降の県債発行額は、３年度当初予算と同額（災害復旧債のみ元年度当初予算と同額）との前提で試算した。

・ 「償還元金」は、借換債を除くほか、減債基金への元金積立金を含み、減債基金からの元金償還（取崩）を除く実質的な償還額。

・ 今後発行予定の「想定金利」は令和３年度予算の財務省概算要求を参考に、１０年債１．２％、５年債０．５％として試算。

県債元利償還金の推移見込み（一般会計＋公債管理特別会計）

2年度
（決算）

3年度
（見込）

4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

償還元金（借換債を除く） 955 947 932 923 920 937 934 959
償還利子 64 72 67 83 100 118 137 157
償還金合計(億円） 1,018 1,019 999 1,006 1,020 1,055 1,071 1,116
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【令和３年度の発行予定】

◆ 発 行 額 ： ２００億円 ◆ 償還方法 ： 満期一括償還

◆ 発行時期 ： 令和３年１１月 ◆ 償還年限 :  １０年

東邦銀行（代表受託行・幹事）

みずほ銀行（副受託行・幹事）

福島銀行、大東銀行、

三井住友銀行、信金中央金庫、

福島信用金庫、二本松信用金庫、

郡山信用金庫、須賀川信用金庫、

白河信用金庫、会津信用金庫、

あぶくま信用金庫、ひまわり信用金庫

みずほ証券、大和証券、

ＳＭＢＣ日興証券、野村證券、

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、

東海東京証券、岡三証券、しんきん証券、

ＳＢＩ証券、ゴールドマン・サックス証券、

バークレイズ証券、丸三証券

23 福島県市場公募地方債の発行について

銀行等(14行) 証券会社(12社)

引受シンジケート団

※今後の資金需要により更なる市場公募地方債の発行も検討しております。（Ｒ４年2月、１０0億円発行予定）
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